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補訂版はしがき 
 

初版発行後、講義を通じて点検したところ、誤字脱字の外、説明不足或いは意

味不明と受け取られる点が散見され、判例の引用漏れも判明したので、全面的に

文章を練り直すとともに、記述内容を補充し、その後に公刊物に掲載された重要

判例を追加した。 
内容的に補充した点は、任意捜査の限界（写真撮影・録画）、自動車検問、 訴

因の拘束力、鑑定結果の拘束力、心証（証明）の程度、一事不再理効が及ぶ範囲

等である。 
なお、追加した判例については、本書の判例索引と初版のそれを比較対照され

たい。 
 

平成２４年３月吉日 
 

金沢大学法学類教授・弁護士 中 山 博 善 



は し が き  
 

本書の前身は、平成２０年９月に発行した「刑事手続法講義」であり、更にそ

の前身は、同１７年３月に発行（同１９年３月改訂）した「刑事訴訟法講義提要」

である。その歩みは、平成１６年４月に縁あって金沢大学法学部教授に就任した

ことと軌を一にし、それまで学会や研究とは全く関わりのなかった泥臭い実務家

がひたすら講義をするために書き起こし、改訂を重ねてきたものである。したが

って、独自に書き起こすには、判例と自らの経験に頼るしかなく、必然的に判例

を中心として記述することになった。そのため、「提要」の初版は、刑事手続上

の問題点を指摘して、判例の中からその論点について判示した部分を引用して解

説に代えただけのものであったが、講義を重ね改訂するに連れ、刑事手続上の諸

原則の意義、諸制度の趣旨を記したうえ、判例を引用した問題点に解説を加え、

特に捜査法と証拠法については解説を厚くし、主要な論点については学説を紹介

してその是非を論じ、救済手続の概要を追加するに至った。そこで、何とか形だ

けは基本書といえる体裁になったので、本書の特色が判例の引用にあることを強

調して、ここに「判例刑事手続法」として発行させていただくことにした。 
本書を執筆するに当たっての考え方は、「提要」と同様であり、刑事手続には

多かれ少なかれ人権侵害を伴い、その人権侵害は、事案の真相を解明して刑罰権

を実現し、社会の秩序を維持するために必要最小限度のものでなくてはならず、

そのためには、捜査機関に事案の真相を解明するに足る権限を付与すると共に、

不要不当な刑事手続を抑制し、被疑者・被告人に充分な防御権を保障する必要が

あることを基本認識とし、人権保障の名の下に捜査権を無に帰せしめる解釈は、

刑事訴訟法の規制対象である刑事手続そのものを否定するものであり、被疑者・

被告人の防御権を無に帰せしめる解釈運用は、刑事訴訟法を否定するものである、

というところにある。 
最後に、「提要」から本書の発行に至るまで、校正や索引作成等にご協力頂い

た本学部刑事訴訟法ゼミ卒業生諸君、及び中山法律事務所事務員各位に深甚なる

謝意を表するとともに、今後も学生諸君とともに前進したいと願っている。              
平成２２年４月吉日 

             金沢大学法学部教授･弁護士 中 山 博 善 



凡 例 
１ 学説の内容等について参考にさせて頂いた主たる基本書等は、次の通りである。 

渥美東洋 「刑事訴訟法」全訂版（２００６・有斐閣） 
井戸田侃 「刑事訴訟法要説」（１９９３・有斐閣） 
加藤康榮 「刑事訴訟法」（２００９・法学書院） 
白取祐司 「「刑事訴訟法」第４版（２００７・日本評論社） 
鈴木茂嗣 「刑事訴訟法」改訂版（１９９０・青林書院） 
田口守一 「刑事訴訟法」第４版補正版（２００６・弘文堂） 
田宮 裕 「刑事訴訟法」新版（１９９６・有斐閣） 
団藤重光 「新刑事訴訟法綱要」７訂版（１９６７・創文社） 
庭山英雄・岡部泰昌 「刑事訴訟法」第３版（２００６・青林書院） 
平野龍一 「刑事訴訟法」（１９５８・有斐閣） 
福井 厚 「刑事訴訟法」第５版（２００６・有斐閣） 
松尾浩也（監修） 「条解刑事訴訟法」第３版増補版（２００６・弘文堂） 
松尾浩也 「刑事訴訟法・上」新版、「刑事訴訟法・下」新版補正第２版（いずれも１９

９９・弘文堂） 
三井 誠 「刑事手続法・Ⅰ」新版（１９９７・有斐閣）、「刑事手続法・Ⅱ」（２００３・

有斐閣）、「刑事手続法・Ⅲ」（２００４・有斐閣） 
光藤景皎 「口述刑事訴訟法・上」第２版（２０００・成文堂）、「口述刑事訴訟法・中」

補訂版（２００５・成文堂） 
２ 判例の引用文献は、学生の理解に資するため、判例解説が付されている判例時報を中心

としたが、本書に判示内容を記載するに際しては、株式会社 TKC の法律情報データベー

ス「ＬＥＸ／ＤＢインターネット」から所要部分をコピーさせていただいた。 
３ 略語 

判  時 -------  判例時報 
判  タ ------- 判例タイムス 
刑  集 ------- 最高裁判所刑事判例集 
栽 集 刑 ------- 最高裁判所裁判集刑事編 
高 刑 集 ------- 高等裁判所刑事判例集 
下 刑 集 ------- 下級裁判所刑事裁判例集 
民  集 ------- 最高裁判所民事判例集   
高  特 ------- 高等裁判所刑事裁判特報 
刑裁月報 ------- 刑事裁判月報 
速  報 ------- 高等裁判所刑事裁判速報 
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